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日化協　化学物質の電子・電機メーカー向け

「グリーン調達」調査対応の推奨案を作成
（社）日本化学工業協会

  日本化学工業協会（「日化協」、会長：中西宏幸 三井化学社長）は、このほど、電子・電機メーカーからの「グリーン調達」に伴う特定の化学物質の含有量調査に対応するため、特定のフォーマットで情報を提供するシステムを作成し、日化協会員企業・団体に推奨することといたしました。
製品中の化学物質については、世界的にリサイクル工程を含めた化学物質の管理が行われつつあり、一部の地域では、特定の物質については製品への使用自体を規制する動きが出ております。
　現在、特に、ＥＵの規制が注目を浴びています。ＥＵ加盟国で２００６年７月から施行される電子・電気機器を対象とする有害化学物質使用規制「ＲｏＨS」指令では、鉛、水銀、カドミウム､六価クロム、臭素系難燃剤のポリ臭化ビフェニール（ＰＢＢ）と数種のポリ臭化ジフェニルエーテル（ＰＢＤＥ）が指定物質として禁止されることになります。
　このような状況を受けて、特定の化学物質の含量の調査をサプライヤーに求める｢グリーン調達｣調査が、特に、電子・電機メーカーを中心に活発になっています。

日化協では、必要な情報を化学業界から発信すべきと考え、選定した特定の化学物質についての含有情報の提供システムを提案し、MSDS（製品安全データーシート）を活用している企業にその使用を推奨することにしました。
現在、MSDSには約1000物質の化学物質を対象として、その含有量に関する情報も含めて顧客に情報を提供することが法律で決められています。ＥＵの新しい規制では国内法では従来必要がなかった低濃度の領域を対象にしている物質があるため、MSDSの記載情報を補完する目的で、「特定の化学物質含有情報シート」（「情報シート」）を添付して顧客に使用してもらえるようなシステムを提案しました。

なお、｢情報シート｣で含有量情報を顧客に提供する特定の化学物質は、内外で法の規制がある物質で、電子・電機業界（JEITA）で進めている調査共通の法規制物質（レベルＡ）と同じです。今最も電子・電機業界で必要とし、また含有が少ないために把握が難しいこれらの情報をいち早くお届けすることを考えてこれらを選びました。
加えて国内法（化学物質審査規制法（化審法）、労働安全衛生法（安衛法）、毒物及び劇物取締法（毒劇法））で製造輸入の禁止と同様の措置がある物質を意図的に使用しないことを宣言しています。
日化協はこのシステムの活用により、スムーズな調査の進展を望んでいます。
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